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２．北海道エリアの稀頻度リスク評価

３. 2024年度以降の需給運用



北海道エリアにおける稀頻度リスク評価について

⚫ 電力広域的運営推進機関（以下、「電力広域機関」という。）では、毎年度、夏季・冬季の⾼
需要期前に、10年に一度の猛暑・厳寒となった場合でも安定供給を確保できるかどうかの需給バ
ランスの検証（電力需給検証）を行っている。

⚫ 当該検証の中で、厳寒となる冬季の北海道においては、エリアの特性を踏まえて、大規模電源脱
落時にも、予備率３％以上を確保できるかどうかの検証が行われており、現行の大規模電源脱
落の考え方については、2018年北海道胆振東部地震における苫東厚真発電所（計３基）の
計画外停止の実績を踏まえて「154万ｋW」と設定されている。

⚫ 他方、北海道胆振東部地震以降、北海道電力では地震対応のアクションプランを策定し、安定
供給確保に向けた取組を行っており、例えば、胆振東部地震で計画外停⽌した、苫東厚真発電
所では、地震で被害を受けた発電設備のボイラー・タービンを中心に設備対策を実施している。

⚫ また、系統側の対策として、北海道電力ネットワークでは大規模電源脱落時にもブラックアウトを
防ぐための系統安定化装置によるシステムの運用を2024年3月から開始している。

⚫ これらを踏まえ、北海道エリアの稀頻度リスク評価における大規模電源脱落量の見直しについて御
議論いただきたい。
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【参考】大規模電源の脱落量の考え方①

【出典】電力広域的運営推進機関 第６回電⼒レジリエンス等に関する小委員会 資料2－2（本文中の赤線は資源エネルギー庁で追記）
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【参考】大規模電源脱落量の考え方②

【出典】電力広域的運営推進機関 第６回電⼒レジリエンス等に関する小委員会 資料2－2（本文中の赤線は資源エネルギー庁で追記）



対象号機
設備の損傷状況 対策実施時期

ボイラー タービン ボイラー タービン

苫
東
厚
真
発
電
所

1号
（32万kW） ×

損傷あり
○

異常なし

対策済み
（2019年5月）

2号
（56万kW）

対策済み
（2020年10月）

4号
（66万kW）

○
異常なし

×
火災発生

1,2号とは構造が異なる
ため対策不要

対策済み
（2019年10月）

【苫東厚真発電所の設備対策の概要】

• 地震により過度な力が局所的に
作用したことでボイラー管などが損
傷し、発電設備の復旧に数週間
要した。

• このため、有限要素法による応力
解析を行い、ボイラー管構造をよ
り滑らかな形状に改良（耐力向
上）する対策を実施した。

①苫東厚真発電所に関する対策

北海道エリアにおける対策状況①（設備対策）

⚫ 北海道電⼒では、胆振東部地震において、苫東厚真発電所1号・2号・4号の計３基
（154万ｋW）が計画外停止したことを踏まえ「北海道胆振東部地震対応アクションプ
ラン」の中で、損傷に至った原因分析結果を踏まえた設備対策を実施。

※設備対策の実施により、2019年2月の震度6弱の地震、2023年6月の震度5弱の地震においても設
備損壊は生じていない。

【出典】北海道電力ネットワーク提供資料 39



北海道エリアにおける対策状況②（系統対策）

⚫ 北海道電⼒ネットワークでは、大規模な電源脱落や送電線事故が発生した場合でも、
需給バランスを維持するための最適な制御を高速に行う、系統安定化装置によるシス
テムを構築し、2024年3月から運用を開始。

40【出典】北海道電力ネットワークプレスリリース資料

【系統安定化装置の概要】



今後の北海道エリアの稀頻度評価における電源脱落量について（案）

⚫ 2018年度の冬季以降、北海道エリアの稀頻度評価における大規模電源の脱落量は、胆振東
部地震の苫東厚真発電所の停⽌実績を基に、154万ｋWと設定されてきたが、稀頻度リスク
評価における大規模電源の脱落量の設定については、「再発防止対策等の実施状況を
踏まえて、必要により見直しを実施する」とされている。

⚫ この点は、事業者の対策により、

①苫東厚真発電所の発電設備（３基）の同時停止リスクが低減している。
※設備対策の実施により、2019年2月の震度6弱の地震、2023年6月の震度5弱の地震においても設備損壊は生じていない。

②また、系統安定化装置の運用開始により、胆振東部地震と同様の事象が発生してもブラック
アウトには至らないことが有識者により確認されている。

⚫ こうした状況を踏まえて、今後の北海道における稀頻度評価については、特定の電源の脱

落に着目するのではなく、エリア全体における電源の脱落実績に着目する2018年度夏季以前
の評価の考え方を採用することとしてはどうか。

⚫ 具体的には、北海道エリアの稀頻度評価において「154万ｋW」と設定されている電源脱落量につ
いて、過去10年の最大の電源停⽌実績（129万ｋW（2022年度））であったことを踏まえ、
今冬の電力需給検証では稀頻度リスクにおける電源脱落量を「129万ｋＷ」に見直すこととし
はどうか。

⚫ 今後も、電力需給等の状況を踏まえて、見直しを検討することとしてはどうか。
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年度 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

停止実績（万ｋＷ） 95 121 122 54 68 80 91 67 129 81

【北海道エリアにおける電源停止実績の推移】

※ 2017年度～2023年度については、HJKSデータに基づき、各年で停⽌実績の大きい日を抽出。2014年度～2016年度については、電力広域的運営推進機関「第22回調整力及
び需給バランス評価等に関する委員会」配布資料より抽出。2018年度の苫東厚真発電所の３基同時停止（154万ｋＷ）を除いて抽出。



１．2024年度夏季の電力需給対策

２．北海道エリアの稀頻度リスク評価

３. 2024年度以降の需給運用



論点① 週間の広域予備率と供給力提供準備通知

⚫ 2024年度以降、電力需給の安定性を示す広域予備率の低下が見込まれる場合は、
広域機関から発電事業者へ通知を行うことにより、供給力増大に向けた事業者の自
発的な行動を促すこととしている。

⚫ こうした仕組みの下、特に５月以降、広域機関が公表した翌週の広域予備率が基準
となる８％を大きく下回り、容量確保契約を締結した発電事業者等に対し、「広域予
備率低下のおそれに伴う供給力提供準備通知」が発出された。

⚫ 他方、この時期の電力需給は緩和しており、需給がひっ迫する状況にはなかった。

⚫ 今回、通知が発出された背景には、実需給の1週間前に一般送配電事業者が需給
調整市場を通じて確保する調整力が、応札量の不足により大幅に未達となっており、
供給力として見込める調整力が少なかったことも一因として考えられる。

⚫ 起動準備に伴う費用は発電ＢＧの負担となる等の影響が生じることから、週間断面で
の予備率が低下した要因を整理するとともに、事業者へのヒアリング等を通じて、供給
力提供準備通知を受けた発電ＢＧ側の動向を確認することとしてはどうか。
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【参考】③広域予備率の見通し公表

⚫ 現状、広域予備率の週間計画の見通しは、毎週木曜日に広域機関が算定・公表後、電力需
給が厳しくなると見込まれる場合を除き、特に更新を行っていない。

⚫ 一方、2024年度以降、広域予備率の低下が見込まれる場合は、広域機関から発電事業者へ
の通知等により、供給力増大に向けた事業者の自発的な行動を促すこととしており、広域予備率
がこれまで以上に重要な指標になる。

⚫ このため、 2024年度以降は最新の見通しに基づき、翌々日の広域予備率の見通しを更新する
予定。

（出典）2024年度以降の翌々日計画に関する事業者説明会資料
https://www.occto.or.jp/occtosystem2/oshirase/2022/files/20230323_setumeikai01.pdf

提出する計画
週間計画

（翌週・翌々週）
翌々日計画 翌日計画 当日計画

提出期限 毎週木曜日 - 毎日17時30分頃 毎ゲートクローズ

計画点数
日別の広域機関が指定した時刻（注1）の2点 電力需給が厳しい時のみ

各一送が試算(注2)

翌日の48点 当日の48点

提出する計画
週間計画

（翌週・翌々週）
翌々日計画 翌日計画 当日計画

提出期限 毎週木曜日 毎日17時30分頃 毎日17時30分頃 毎ゲートクローズ

計画点数

日別の広域機関が指定した時刻（注1）の2点

※週間計画における翌々日に該当する日の各計画値を見直し、
期限までに更新する。(注3)

日別の広域機関が指定し
た時刻（注1）の2点（注4）

翌日の48点 当日の48点

＜現在（2023年度）＞

＜2024年度＞

注1：月ごとに広域機関が指定する時刻
注2：準備情報発出の際に48点を試算するが公表は実施していない
注3：見直しの結果各計画値に変更がない場合は更新は行わない
注4：電力需給が厳しい時のみ各一送が48点を試算

第72回電力・ガス基本政策小委員会
（2024年3月29日）資料3

https://www.occto.or.jp/occtosystem2/oshirase/2022/files/20230323_setumeikai01.pdf
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【参考】容量確保契約の契約事業者に向けた周知 第87回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（2023年6月28日）資料1



【参考】2024年度以降の予備率表記について①

⚫ 2024年度以降の広域予備率は、①週間、②前々日、③前日断面の予備率を公表。

⚫ 2024年度からの予備率計算において、供給力の計上方法が変更となったため、特に週間断面で
は2023年度までと比較して、低い予備率が表示されるケースが存在。

⚫ 他方、余力活用電源等、予備率に計上されていない電源が存在しており、供給力提供準備通
知に基づき、BGが電源を起動する場合には、前々日断面以降予備率が回復する。

次ページに続く
￥

【供給力計上の比較（2023年度まで・2024年度以降）】
※以下の図は概念を表したものであり、詳細な要因は確認中
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BG計画分

ΔkW週間調達量

TSO起動分
（公募電源）

23年度との差分

ΔkW週間調達量

BG計画分 【供給力未計上】
バランス停⽌予定
余力活用電源等

週間

2023年度まで 2024年度～

予備率は低下する
ものの余力活用電源等

が存在

【供給力未計上】
バランス停⽌予定
余力活用電源等

2024年度～

ΔkW週間調達量

23年度との差分

前々日

供給力提供準備通知

電源の追加
起動により

予備率改善

ΔｋW
必要量

供給力

ΔｋW
必要量 ΔｋW

必要量

イメージ

BG計画分



【参考】2024年度以降の予備率表記について②

⚫ 前日断面においては、BGの電源の追加起動及び需給調整市場の前日取引分より供
給力・調整力を確保するが、調達不足があれば一般送配電事業者が余力活用電源を
活用。

⚫ また、前日断面においても、低い予備率となる場合は、供給力提供通知が発出され、
BGが供給力未計上の電源を時間前市場に応札する。

前ページより

（参考）直近の東京エリアの広域予備率
（18:30-19:00）

週間 前々日 前日

5/23 2.63％ 8.42％ 9.59％

5/24 3.52% 4.47％ 10.85％
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前日

2023年度まで 2024年度～

TSO起動分
（余力活用電源）

【供給力未計上】
バランス停⽌予定
余力活用電源等

ΔｋW
必要量

TSO起動分
（公募電源）

ΔｋW
必要量 ΔkW

週間・前日調達量

電源の追加
起動により

予備率改善
BG計画分 BG計画分

ΔkW
週間・前日調達量

※以下の図は概念を表したものであり、詳細な要因は確認中



【参考】2024年度の需給調整市場の取引状況（約定量の動向（4月））

48（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）

一次 二次① 二次② 三次① 複合 三次②

北海道 19 5 80 82 45 46

東北 89 79 29 8 24 68

東京 99 99 19 80 82 70

中部 100 100 62 76 80 88

北陸 63 4 0 5 9 56

関西 61 56 3 33 34 61

中国 81 45 9 25 37 78

四国 22 21 0 7 17 37

九州 98 48 34 46 56 34

全国 84 71 28 54 56 66

【商品別の未達率(%)】
第92回制度検討作業部会
(2024年5月10日) 資料4



論点② 需給ひっ迫時における揚水のポンプアップ原資の確保

⚫ 2024年度以降、揚水は基本的にBGが運用しているが、需給ひっ迫時（追加供給力対策を踏
まえても予備率が５％を下回る場合）は、一般送配電事業者がBGから通知された水位の上下
限を超えて、揚水発電等のポンプアップや発電を行うことができる。

⚫ その際、一般送配電事業者において、エリア内の余力活用電源の追加起動等を行ってもなおポン
プアップ原資が不足すると見込まれる場合には、安定供給確保に向けて揚水を最大限活用する
観点から、以下の方法によりポンプアップ原資を確保することを認めることとしてはどうか。

内容 対応の方向性

①

調整⼒提供者に、
時間前市場等を活用
して供給⼒を調達す
るよう依頼

・第31回制度設計専門会合（2018年6月19日）において、エリア内の電源Ⅱの余⼒
が減少し、ポンプアップ原資が不足する場合に、調整⼒提供者に対し時間前市場等
を活用し、エリア外からkWhを調達することを依頼できる仕組を導入済。2024年
度以降の需給運用でも当該取り扱いを継続。
※調整⼒提供者との契約協議により決定。

②

一般送配電事業者が
卸電⼒市場（時間前
市場等）から供給⼒
を調達

・一般送配電事業者が最終保障供給に係る供給⼒を確保するための方策として、卸電
⼒市場のスポット市場を通じた直接調達を可能とする取扱いについては2022年6
月30日の本小委員会で整理済。

・当該取扱いを参考として、取引価格・市場取引を行った際の取引情報等の公表につ
いては、2022年6月30日の本小委員会の取扱いに準じることとする。

・また、取引量については揚水の上池の水位と需給状況を勘案した上で必要最小限度
とする。

【一般送配電事業者のポンプアップ原資の確保方法】
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※上記の他、エリア予備率が３％未満となる見通しの場合において、一般送配電事業者からの申出に基づき、広域機関の指示に
より、他エリアからひっ迫しているエリアに電気の供給を行うことで、ポンプアップ原資を確保する方法も存在



第31回制度設計専門会合
（2018年6月19日）資料9
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【参考】電源Ⅰである揚水の運用について



【参考】論点① 供給力確保の方策

⚫ 一般送配電事業者において、最終保障供給に必要な供給力を確保する方策として、
以下の２つが考えられ、いずれにおいても、小売電気事業者の供給力確保の機会を不
当に損ねることにならないようにする必要がある。

①電源Ⅱの事前予約
②卸電力市場におけるスポット市場を通じた直接調達

⚫ このうち、電源Ⅱの事前予約については、卸電力市場におけるスポット市場取引後に売
れ残った電源の事前予約であれば、少なくともスポット市場における小売電気事業者の
取引機会を損ねることにはならず、一般送配電事業者が自由に行えることとして差し支え
ないのでないか。他方、卸電力市場におけるスポット取引の前に電源Ⅱの事前予約を行
うことは、その電源のスポット市場への投入可能量を阻害することとなり、妥当でないと考
えられる。

⚫ また、卸電力市場のスポット取引での調達については、一般送配電事業者が小売電気
事業者と同等に取引に参加する限り、基本的に問題はないと考えられる。
 ※一般送配電事業者が新たに応札することで、スポット取引の買い応札が増加することになるが、最終保障

供給に需要が流れた分は日本全体のマクロ的な需給に変わりはない。

⚫ ただし、一般送配電事業者は小売電気事業者と異なる立場で取引に参加することから、
例えば、取引量や価格など、取引方法に一定の制約を課すこととしてはどうか。

第51回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年6月30日）資料3-1
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【参考】論点② 市場調達における条件

⚫ 一般送配電事業者が最終保障供給に必要な供給力を卸電力取引市場から直接調
達する場合、一般送配電事業者の恣意性を排除しつつ、その市場取引が市場に与える
影響を最小化する必要がある。

⚫ このため買い入札量は、最終保障供給に必要と見込まれる量から、需給状況（予備率
等）を勘案したうえで必要最小限度※のみを市場から調達することとしてはどうか。
※ 必要最小限度（量）の例1：最終保障供給にこれまであててきた調整力の過去実績を算定しその量をさしひいた必要量

⚫ また、買い入札価格は、市場価格の至近の実績等を参考としたものとしつつ、需給ひっ
迫時においては、インバランス価格上限以下とすることとしてはどうか。

⚫ なお、市場参加者の予見可能性を⾼めるため、一般送配電事業者がスポット市場を通
じた取引に参加するときは、①取引参加期間、②市場調達予定量もしくは最終保証供
給契約量（kW）、③市場からの調達実績（コマ別）を示すこととしてはどうか。

⚫ また、③市場からの調達実績（コマ別）については調達後速やかに公表することで、市
場参加者への予見可能性を確保することとしてはどうか。
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論点③ 追加供給力対策の発動基準の変更（水力両用機の切替え）

⚫ 需給ひっ迫時における追加供給力対策の実施判断の基準となる予備率は、市場への影響や事
故時の安定供給上のリスク等を考慮し、８％、５％、３％の３段階としている。

⚫ こうした中で、現状、水力発電所の周波数変換等を行い、地域間連系線を介さずに電力を融
通する対策（水力両用機の切り替え）については、連系線マージンの使用やブラックスタート容量
の活用などの安定供給を損なうリスクのある対策と同様、予備率3％未満を実施判断の基準とし
ている。

⚫ 他方、水力両用機の切替えは、安定供給上のリスクを伴う対策ではない。また、水力両用機の
切替えには作業時間を伴うため、実需給の直前で予備率が3％未満となることが判明したとして
も、切替えが間に合わないことがあり得る。

⚫ このため、水力両用機の切替えの実施判断の基準を、予備率３％未満から予備率５％未満
に変更することとしてはどうか。

Aエリア
（ひっ迫）

Bエリア
（非ひっ迫）✖

【切り替え前(Bエリアに接続)】

【水力両用機の切替えイメージ】

発電設備

切替え前

Aエリア
（ひっ迫）

Bエリア
（非ひっ迫）✖

【切り替え後(Aエリアに接続)】

発電設備

切替え後
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【参考】電力需給ひっ迫時の追加供給力対策（変更後）

⚫ 水力両用機の発動基準を変更した後の追加供給力対策の一覧は以下のとおり。
※追加対策の解釈明確化の観点から注書も一部修正

変更→
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